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ドで検索しただけでも、報道量は９０年代前半と２０００年代前半を比較すると、報道量は２
倍にも増加していることが分かった。
以上のように、体感治安が悪化していること、実際の犯罪の増加は体感治安の悪化を大
きく説明できるほどのものとはいえないこと、体感治安悪化の要因としては、報道量の増
加の影響や、ここには挙げていないが警察への信頼感の低下や、個人属性など様々なもの
が考えられることを指摘した。これらのことから、①報道によってもたらされる凶悪犯、
②身近で起こる軽微な犯罪、つまり窃盗や不審者などによって、体感治安は急激に悪化し
たのだと考える。
(5)防犯のためのまちづくりの検討
(4)で述べたように、人々の体感治安が悪化していることは事実である。安全な住環境で
安心して暮らすことができるということは人々の大きなニーズである。ここでは、不安感
の高まりを抑えつつ、かつ安全で快適なコミュニティというものを考えてみたい。
まず、コミュニティによる防犯対策の例として、ゲートコミュニティを挙げられる。ゲ
ートコミュニティとは、アメ、力のコミュニティで導入され、北米の高所得層が住む高級
住宅地で用いられるようになったまちづくりの方法であり、街の出入り口を－ヶ所にし、
侵入者が容易に入り込めない高さの塀で囲うことにより、不要な車の通行や住民以外の人
の侵入を防ぐものである。これは他者排除や階層の再分化を招くものとして問題を指摘さ
れているが、日本でもゲートコミュニティの思想は浸透している。日本では、建築基準法
等の制限により、完全に米国式のゲートコミュニティを取り入れることはできないが、こ
のゲートコミュニティのエッセンスを取り入れて、日本式に適応した街がすでに存在して
いる。その例として、神奈川県藤沢市や兵庫県芦屋市がある。ここでは、街の出入り口を
－ヶ所にし、出入り口に２４時間体制の警備員による監視体制を敷くなどの対策をとったニ
ュータウンが建設され、すでに分譲されている。こういったシステムのための経済的負担
は決して軽くはない。しかし、経済的なコストを払っても、防犯対策をすることで、人々
の不安感を軽減できることはプラスであると考えられているようだ。
上記のような例はめずらしいものであるが、多くの地域で取り入れられている防犯対策
として監視カメラの設置がある。一例を挙げると、金沢市ではモニタリングカメラにより、
傷害事件と強盗事件の解決につながったという。監視カメラは、犯罪を抑止する効果や、
事件解決に役立つことを期待されて察知されているわけであるが、住民の中には、もっと
監視を強化してほしいという意見も実際にある。監視を強めることで防犯を行うことは効
果があるかもしれないが、設置される場所が公共空間であることを考えると、すべての人々
に許容される対薑策だとは言い難い。
では実際、住民が求めているコミュニティとはどのようなものなのだろうか。平成１５年
に実施された「岩手県民意識調査」の結果では、犯罪の少ない社会を求める声が多い。こ
のような住民ニーズの現状から、地域の安全を商品とするような経済活動が今後拡大して
－１８－
いくのだろうと予測される。２４時間有人警備されているマンションやタウンセキュリティ
団地の分譲のように。
４結論
。用語の整理を行った。使用されている概念の正しい理解が重要である。
。統計の示し方として、人口補正をする必要性と、罪種別に見る必要性がある。
・暗数調査を利用した治安状況のより適切な把握の可能性を探る必要がある。
。統計。調査データにもとづき、治安。安全にも高い配慮のある地域形成が望まれる。
用語説明(研究の一環として作成した犯罪用語集より引用）
*１再犯者率一般刑法犯検挙人員に占める再犯者人員の比率をいう。
*２暗数現実に発生しているであろう犯罪の数と、警察の認知件数との差。
*３－般刑怯犯交通事故などの交通関係事件を除いた犯罪。
*４検挙人員数警察において検挙した事件の被疑者の数をいい、解決事件に係る
を含まない。
*５認知件数警察において発生を認知した事件の数をいう。
*６犯罪発生率（犯罪認知件数÷居住人口)×1000(人口千人当たり）
解決事 者
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